






会（増田寛也座長 2））は，2010 年から 2040 年ま





















































































































1980 年の 0.12 から 1989 年の 0.15 にやや上昇し












2000 年 以 降 の 変 動 係 数 の 動 き を 確 認 す る と，
2006 年に 0.16 まで上昇したが，リーマンショッ

































名　　称 実施主体 開始期 頻　度 主なデータ等
地域経済動向指数 内閣府 1978 年＊ 3 か月 ミクロ調査，11 地域
地域経済報告 日本銀行 2005 年 3か月 ミクロ調査，9地域
地方経済天気図 全国地方銀行協会 1971 年 毎月 ミクロ調査，11 地域
県民経済計算 内閣府 1953 年 毎年 県内総生産，所得
国民生活選好度調査 内閣府 1978 年 3年 幸福度（2011 年度に廃止）
国勢調査 総務省 1920 年 5年 人口動態，完全失業率
労働力調査 総務省 1997 年 毎月 完全失業率，労働力人口
家計調査 総務省 1953 年 毎月 貯蓄額
全国消費実態調査 総務省 1959 年 5年 消費，所得，家計資産

































者報酬（構成比約 6 割強），財産所得（同 5％程度），










全国平均は 305 万 7 千円であるが，都道府県別で
最も高いのは東京都（451 万 2 千円）で，次いで
愛知県（352 万 7 千円），静岡県（322 万円），逆
に低いのは，沖縄県 5）（212 万 9 千円），鳥取県（233






















































は 2017 年末に 1.59 倍と高い。県別にみると失業
率の高い県ほど高い傾向にあるが，失業率の低い




失業率の上位 5 県及び下位 5 県それぞれの平均値
と全国平均の推移を示している。1980 年から
2002 年にかけて全国の完全失業率が上昇（2.8％
→ 5.4％）する中で，完全失業率の高い上位 5 県
と低い下位 5 県の格差は 2.6% から 3.5％に広がっ
た。特に，完全失業率の高い 5 県は全国平均を常
に 2％以上上回り，沖縄県では 1990 年代に 2 桁
台まで上昇する時期があるなど雇用情勢が社会問
題になっていた 6）。しかし，2003 年以降は全国の
完全失業率の低下に伴い，上位 5 県・下位 5 県の
差も縮小している（2018 年では 1.9％）。特に，
完全失業率の高い地域における低下が目立ち，全
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（出典）国勢調査（���� ～ ���� 年），労働力調査（���� 年以降）より筆者作成
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国平均との差は 2017 年には 0.7％までかなり縮
小している。別の言い方をすれば，1980 年も
2017 年も全国失業率は 2.8％と同じであるが，上

















2,160 万円，宅地資産 1,832 万円，金融純資産 1,039








































年 18.5 から 1989 年 21.6 へ拡大した後，バブル
崩壊後は 1999 年に 18.6 と元の水準に戻っている。
図表 5　東京都区部と沖縄における家計資産の格差推移
1999 年（b）　千円 2014 年（a）千円 （a）/（b）％
全国平均 61,669 56,054 − 10.1
東京都区部 73,619 83,633 ＋ 13.6
沖縄県 37,794 35,872 − 5.1





みても，2017 年 3 月末の預貯金残高は，東京都































2017 年の最低賃金全国平均は 789 円であるが，
県別で最も高いのは東京都 958 円，最も低い県は







てきた。物価水準以外の 3 データについて上位 5





図表 6　各指標の上位 /下位 5県
県民所得（千円） 完全失業率（％） 家計資産（千円）
上位 5県
東京都 4,512 島根県 1.1 東京都 77,973
愛知県 3,527 和歌山県 1.6 福井県 69,402
静岡県 3,220 福井県 1.7 富山県 68,145
栃木県 3,204 鳥取県 1.7 愛知県 67,126
富山県 3,185 石川県等 1.8 神奈川県 63,190
下位 5県
鹿児島県 2,389 北海道 3.3 長崎県 38,656
宮崎県 2,381 青森県 3.4 北海道 38,633
長崎県 2,354 福岡県 3.4 宮崎県 37,967
鳥取県 2,330 大阪府 3.4 鹿児島県 36,253
沖縄県 2,129 沖縄県 3.8 沖縄県 35,872

















































1978 年度以降 3 年ごとに行っている「国民生活
選好度調査」がある。これは 15 歳から 65 歳の
3,500 ～ 6,000 人に生活全般での満足度について，




50 指標，平均寿命などの追加指標 5 指標の計 60
指標をポイント化して幸福度を算出，2012 年以



































（1984 ～ 99 年）を使用し，生活保護制度の最低
生活費以下の世帯を貧困層と定義して都道府県別
貧困率を算出した。そして低所得世帯率は 1989












































1 香川県 福井県 島根県 兵庫県 長崎県
2 和歌山県 東京都 長野県 熊本県 岡山県
3 三重県 長野県 広島県 岡山県 鹿児島県
4 大分県 石川県 宮崎県 滋賀県 宮崎県
5 長崎県 富山県 香川県 佐賀県 新潟県
下位 5県
43 秋田県 大阪府 長崎県 愛媛県 佐賀県
44 沖縄県 長崎県 青森県 石川県 鳥取県
45 岩手県 沖縄県 岩手県 山口県 高知県
46 青森県 青森県 鹿児島県 岩手県 青森県















口（2017 年推計）』によれば 2060 年に 9,284 万









に，65 歳 以 上 の 割 合 が 最 も 低 い の は 沖 縄 県
（19.4％）で，東京都，愛知県と続いており，沖
縄県を除けば大都市が多い（図表 8）。しかし，

























1 秋田県 33.6 埼玉県 22.1
2 高知県 32.5 千葉県 20.0
3 島根県 32.1 神奈川県 18.6
4 山口県 31.9 愛知県 18.0
5 和歌山県 30.7 滋賀県 17.0
〈全国平均〉 26.7 〈全国平均〉 14.4
43 滋賀県 23.9 島根県 7.4
44 神奈川県 23.7 岩手県 7.2
45 愛知県 23.5 秋田県 7.1
46 東京都 22.2 山形県 7.0






























































の減少に伴って，1994 年の 60,421 をピークに
2016 年度末時点で 31,467 と約半数にまで減少し
ている。また，水道料金は自治体によって異なり，
1 か月当たり全国平均（家庭用 20 立方メートル）
は 3,215 円（2015 年）であるが，最も高い北海
道夕張市（6,841 円）と最も安い兵庫県赤穂市（853
円）では 8 倍以上の格差がある 18）。さらに，公衆
電話施設数（総務省調べ）は 1990 年の 83 万台
















































































順位 都道府県 進学率（%） 順位 都道府県 進学率（%）
1 京都府 66.2 43 岩手県 43.6
2 東京都 65.9 44 山口県 43.4
3 神奈川県 61.3 45 鹿児島県 43.2
4 広島県 60.7 46 鳥取県 42.2
























































































































































































ここで 2020 年までの 4 つの基本目標と具体的
目標例を挙げるとは以下のとおりである。
① 地方における安定した雇用を創出する（若年






える（ 2020 年に結婚希望実績指標を 80％＜
















目標の地方での若年雇用創出数は 5 年間 30 万人
の目標に対して 2 年間で 8 万人に達した。また，
第 3 目標の第 1 子出産前後の女性継続就業率も 3
年間で 38％から 53％に上昇し，目標の 55％に近
付いている。さらに第 4 目標の立地適正化計画を




が，2013 年から 2016 年の 3 年間で逆に転入超過








































































家 の た め の 税 制 優 遇 制 度 NISA（Nippon 
Individual Savings Account）を 2014 年に導入，
毎年 120 万円の非課税投資枠が設定され，株式・
投資信託等の配当・譲渡益等が非課税対象となっ
た。日経平均株価は 2014 年 3 月末 14,827 円か












り込まれているが，出生数が 2016 年に 100 万人



















































































































される会議で，2016 年 9 月に設置された。内閣総理大
臣を議長とし，関係する国務大臣や有識者が参加してい
る。
20）未来投資会議（2018 年 11 月 6 日資料）参照。
21）地域子育て支援，保育サービス・幼児教育，放課後児
童健全育成事業等，ひとり親家庭支援策，各種手当ての
支給，母子保健， 医療の 7 分野の予算額は 15 歳以下の
子ども一人当たり 12.6 万円で，このうち国と都道府県





24）2013 年時点で東京への転入 46.7 万人，転出 37 万人
と 9.7 万人流入超になっていた。KPI 検証資料によれば
2016 年では転入がさらに 1.1 万人増加，転出が 1 万人
減り，転入超過は目標ゼロに対し 11.8 万人となってい
る。
25）全国大学生（287 万人）の 40％が東京圏（117 万人），
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